
施策の方向性（1/2） 参考資料２

大分類 小分類 施策の方向性 参照先ページ

ビジネスモデル
の確立

需要の可視化・創出

地域の移動に関する顕在・潜在需要を簡易に推定できる方法の検討 【資料2】P22～25

実証事業等での需要の創出 -

優良事例の横展開 P3

自動運転サービス等の地域への導入に資する地域のニーズ、社会受容、合意形成上の課題や得ら
れる効果と計測の考え方を踏まえた計画指針の作成

P4

稼働率向上・経路効率化

夜間運行や、通年運行での事業採算性の確保方策について検証 P5

ヒト・モノの乗換・積替等を行うハブ（地域・道路等に応じたモビリティ・ハブ）となる集約的
な拠点の整備

P6

ソーシャルインパクトに対す
る貢献の評価

自動運転がもたらすソーシャルインパクト（クロスセクター効果）に対する貢献（中長期）の評
価方法の検討

-

優良事例の横展開（再掲） P3

自動運転サービス等の地域への導入に資する地域のニーズ、社会受容、合意形成上の課題や得ら
れる効果と計測の考え方を踏まえた計画指針の作成（再掲）

P4

運行経費負担の柔軟化
地域リソースを最大限活用するための他分野連携や、公共交通維持を後押しする柔軟な公的支援
制度の検討

-

初期費用・運行費用低減

自動運転システム開発支援 P7

自動運転システムに必要な主要技術の低コスト化支援 P4

資金調達の支援方策の検討 P8

車両のリース・レンタルを促す仕組の検討 -
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施策の方向性（2/2）
大分類 小分類 施策の方向性 参照先ページ

技術の確立

学習機会の拡大
特定自動運行に必要となる各種許認可の審査手続の透明性・公平性の確保 P9、10、11

仮想空間での自動運転評価シナリオや安全性評価環境の構築支援 P12、13、14、15

路車協調技術の確立

路車協調システム（合流支援・先読情報等）の提供に関する検討・確立 P16

協調型システム（自動走行車両、路側機など）の開発やデータ連携プラットフォームの検討・確立 P17、18

V2X通信規格の検討・策定 P19

遠隔監視に必要となるV2N通信環境の検討 P19

信号情報提供技術の検討・確立 P20

デジタル情報配信道に係る検討（ハード・ソフト・ルール等） P21

その他走行技術の確立

複数のモビリティが協調して安全運行するためのデジタルインフラの検討 P22

多種多様なモビリティプラットフォーム/関連データの統合・相互利活用基盤の検討（Japan
Mobility Data Space） P4

制度・ルールの
確立

社会的受容性の向上

手続面の透明性・公平性確保と連動した、社会受容性向上のための手引きの策定 -

特定自動運行に必要となる各種許認可の審査手続の透明性・公平性の確保（再掲） P9、10、11

自動運転に資する走行空間の検討 -

地域に根ざしたモビリティサービスをけん引する人材育成に資するノウハウの共有 P4
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優良事例を支えるサービス/システムの横展開加速
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⾏政

調達
仕様書

⾃治体職員

サービスカタログ

医療・健康

防災

地域通貨モデル仕様書

モデル仕様書を活⽤し、ベンダー
ロックインなどを回避しつつ、サービ
ス/システムを迅速・円滑に調達

サービスカタログを参照し、担当者
でもわかりやすく必要なサービス／
システムの情報を簡便に⼊⼿

 デジタル庁は、優良事例を⽀えるサービス/システムの横展開を加速するため、関係省庁と連携し以下に取り組む。
① 主要分野の優良事例を⽀えるサービス/システムをカタログ化（2023年８⽉に第１版を公表）
② カタログ掲載されるような優れたサービス/システムを調達するため、どのように仕様書上の要件や機能を整理すれば
よいのかを、⾃治体担当者向けにガイダンスしたモデル仕様書を作成（2023年12⽉に公表）
※ 併せて、汎⽤性が⾼い部分については、廉価に提供されることを条件に、国がその開発を⽀援することも検討する。

③ 併せて、カタログに載るような優れたサービス/システムの調達を⾏う地域に対する⽀援策を検討

優良事例の横展開



SIP第3期「スマートモビリティプラットフォームの構築」 概要
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自動運転サービス等の地域への導入に資す
る地域のニーズ、社会受容、合意形成上の
課題や得られる効果と計測の考え方を踏ま
えた計画指針の作成等



地域公共交通における自動運転の推進
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夜間運行や、通年運行での事業
採算性の確保方策について検証



非公共交通機関
（シェアサイクル等）との接続

物流拠点として
モノの積み替え等に

必要な機能

災害時の拠点として活動
するために必要な設備

…

付加価値を⽣み出すサービス提供に
必要な機能

モビリティに関係する機能

モビリティ／利用者の
安全確保

モビリティや運行者のため
の情報提供・収集

モビリティをメンテナンス
する機能

同
じ
場
所
で

の
立
地
必
須

需
要
に
応
じ
て
同

じ
場
所
／
周
辺
環

境
で
整
備

エネルギーを補給する
機能

⾃動運転バス ⾃動運転トラック ドローン

立ち入り禁止ゲート、区画
自動運転車用マス ドローン離着陸場

位置情報補正のための機
能

ハブが提供する共有リソースの利用や予約をオンラインで完結するための機能
情報取得のための機能
情報取得を円滑化する通信環境（大容量、高速、低遅延）

自動運転車両のメンテナンス機能

エネルギーの充填施設（電気等）

機体メンテナンス機能

規格に沿ったバッテリー
交換・充電機能

分類

利用者待機スペース 荷下ろしスペース

ベ
ー

ス
と

な
る

既
存

施
設

（
案

）

※以下に該当する場合は、新設も検討する。
・民間事業者等による高速道路への直結等、既存インフラ等との接続が必要な物流拠点等
・既存施設と比較して新規に追加するサービスが多く、キャパシティの確保が難しい場合

必
要

に
応
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イ
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×

郵便局 河川防災
ステーション

SA/PA 道の駅 物流センター 変電所 コミュニティ
センター

・・・

モビリティ・ハブとしての必須機能

 デジタル技術を活⽤して⼈⼝減少地域におけるインフラ維持を可能とするためには、ヒト・モノの乗換・積替、モビリティの充電・駐⾞に際
して、⼈的プロセスを可能な限り省⼒化・⾃動化することが重要。そのためのハブとして、モビリティ・ハブを整備する。

 基本的に施設の新規創設は⾏わず、既存施設への機能追加で対応。既存施設に加え、新たなモビリティの移動に関する機能を追加する。その
際、⼈的プロセスを可能な限り省⼒化・⾃動化することを⽬指す。

モビリティ・ハブの整備
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ヒト・モノの乗換・積替等を行うハブ（地域・道路等に
応じたモビリティ・ハブ）となる集約的な拠点の整備



モビリティDX促進のための無人自動運転開発・実証支援事業
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自動運転システム開発支援



交通・物流事業者の持続可能性を高めるためのDX・GX投資に対する金融支援
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資金調達の支援方策の検討



自動運転レベル４の事業化加速のための法令に基づく審査手続きの透明性・公
平性の確保について

9

特定自動運行に必要となる各種許認可の
審査手続の透明性・公平性の確保



全都道府県での自動運転サービス展開に向けた取組 第３回デジタル行財政改革会議資料（R5.12.20）

〇地元自治体
〇事業者

運行主体
車両提供主体

〇関係行政機関
・地方運輸局
・地方整備局
・地方経済産業局
・都道府県警察 等

 2025 年度を目途に全国で無人自動運転移動サービスを実現するためには、地元自治体や事業者と関係行政機関が一体となり、
地域の取組に寄り添いながら支援していく環境を整備することが必要。

このため、全都道府県での自動運転の事業化支援を目的として、「レベル４モビリティ・地域コミッティ（仮称）」を地元自治体と共同
で設置する。

1 地域の受容性醸成

２ 審査手続の透明性・公平性の確保

過疎地や都市部といった様々な地域性がある中、地方公共団体
の協力も得て、地域における受容性を高めることが必要。

国の地方機関や地方行政機関において、事業者の技術水準を
踏まえて、透明性と公平性を確保しつつ許可等の手続きを迅速
に進めることが必要。

 「レベル４モビリティ・地域コミッティ（仮称）」を自治体と共同で設
置し、地元自治体と事業者、関係行政機関等が綿密に連携する
ことで、地域の受容性を醸成しつつ、審査手続の透明性・公平
性の確保を図る。

■事業実施中
■今後検討

「レベル４モビリティ・地域コミッティ（仮称）」の設置

＜構成員（案）＞

レ
ベ
ル
４
に
向
か
っ
て
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特定自動運行に必要となる各種許認可
の審査手続の透明性・公平性の確保



「レベル４モビリティ・アクセラレーション・コミッティ」の立ち上げ
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特定自動運行に必要となる各種許認可
の審査手続の透明性・公平性の確保



＜参考＞SAKURAシナリオデータベースについて
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仮想空間での自動運転評価シナリオや
安全性評価環境の構築支援



＜参考＞SAKURAシナリオデータベースの利用イメージ
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仮想空間での自動運転評価シナリオや
安全性評価環境の構築支援



＜参考＞DIVPの概要
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仮想空間での自動運転評価シナリオや
安全性評価環境の構築支援



＜参考＞センサ弱点シナリオのシミュレーションパターン（例）
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仮想空間での自動運転評価シナリオや
安全性評価環境の構築支援



自動運転車へのインフラ支援
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路車協調システム（合流支援・先読情報
等）の提供に関する検討・確立



RoAD to the L4 プロジェクト
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協調型システム（自動走行車両、路側機など）の開発や
データ連携プラットフォームの検討・確立



混在空間におけるレベル４自動運転サービス実現に向けた取組
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協調型システム（自動走行車両、路側機など）の開発や
データ連携プラットフォームの検討・確立



自動運転・ドローンの社会実装に向けたデジタル基盤整備の推進
6/2 デジタル田園都市国家構想実現会議 総務省提出資料
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V2X通信規格の検討・策定／遠隔監視
に必要となるV2N通信環境の検討



信号情報提供技術に係る取組

SIP第３期 スマートモビリティプラットフォームの構築
（令和５年４月～）

1. V2Nによる信号情報配信の高度化のための実証実験環境を構築

2. 交通安全の確保に向けた信号情報の活用可能性を検討

信号情報
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信号情報提供技術の検討・確立



サービス例 デジタルライフライン例

• ⾃動運転⾞により⼈⼿不⾜に悩まずに⼈や物がニーズに応じて⾃由に移動できるよう、
ハード・ソフト・ルールの⾯から⾃動運転を⽀援する道※を整備し、⾃動運転⾞の安全かつ
⾼速な運⽤を可能とする。

• 2024年度に新東名⾼速道路の⼀部区間等において100km以上のデジタル情報配信
を整備し、⾃動運転トラックの運⾏の実現を⽬指す。また、2025年度までに全国50箇所、
2027年度までに全国100箇所で⾃動運転⾞による移動サービス提供が実施できるように
することを⽬指す。

デジタル情報配信道（※幹線となる道は⾼速道路等での設定を想定）

新東名⾼速道路 駿河湾沼津-浜松間約100km等
2024年度の⾃動運転実現を⽀援
（深夜時間帯における⾃動運転⾞⽤レーン）

路側センサ等で検知した道路状況を⾞両に情報提供することで⾃動運転を⽀援

⾃動運転⾞⽤レーン

道路インフラからの情報提供

路車間通信

落下物の検知、
情報提供

工事規制情
報の提供

本線車両の検知、
合流支援情報の提供

道路管理者

車両検知
センサ

※ハード・ソフト・ルールの面から自動運転車の走行を支援している道を「デジタル情報配信道」とする
（なお、時期や実情によって全てが揃わない場合もあり得る。）。

⾃動運転⾞による⼈の移動の例

⾃動運転⾞による物流の例

出典︓ひたちBRT 出典︓経済産業省

＜ハンズ・オフ実証の様⼦＞
出典︓T2

＜⾃動運転トラックの開発＞
出典︓経済産業省

＜データ取得・活⽤による物流効率向上の取り組み＞
出典︓NEXT Logistics Japan

デジタル情報配信道の整備
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デジタル情報配信道に係る検討
（ハード・ソフト・ルール等）



複数のモビリティの協調運行に向けた取組
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出典：第１回モビリティWG事務局資料

複数のモビリティが協調して安全運行
するためのデジタルインフラの検討


